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1．令和６年度北海道支部保険料率の算定結果
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令和６年度北海道支部保険料率（案）

○ 令和６年度は、令和４年度の各支部の医療給付費等の実績に基づき、
新たな保険料率に見直す

○ 平均保険料率は10.00%

〇 令和４年度におけるインセンティブ（報奨金）制度の実績を反映

○ 4月納付（3月賦課）分の保険料率から新たな保険料率に変更

令和６年度北海道支部保険料率 10.21％
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令和６年度北海道支部保険料率（案）

健保法第160条
3項1号

療養の給付費等
6.26336・・・％

健保法第160条
4項

年齢調整
▲0.31206・・・％

所得調整
▲0.24805・・・％

健保法第160条
3項2号

前期高齢者納付金・
後期高齢者支援金

退職者給付拠出金等
(法附則4条の3､4条の4)

現金給付に要する額

健保法第160条
3項3号

保健事業等に
要する額

業務経費等

借入金償還等

＋

健保法施行規則
第135条の7

令和4年度の医療給付等の
地域差分を保険料率に換算

▲0.10117・・・％

＋

Ａ．支部毎の医療費に係る部分 Ｂ．全国一律の部分
Ｃ．精算の部分

調整後の療養給付費等に係る保険料率
5.70324・・・％

4.60058・・％

インセンティブ反映前保険料率（A＋B＋C）＝ 10.20265％

令和６年度北海道支部保険料率

10.21253・・・％ ＝ 10.21％（※）

北海道支部医療費分5.70324・・・％ ＋ 全国一律部分4.60058・・・％ ＋ 精算部分▲0.10117・・・％ ＋ インセンティブ分0.00987・・・％

北海道支部における令和4年度
の医療給付費等の地域差分

約42億7,800万円

※）健保法施行規則135条の3：都道府県単位保険料率を算定する場合において、その率に1,000分の5未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた率とし、1,000分の0,05以上1,000分の0.1未満
の端数が生じたときは、これを1,000分の0.1に切り上げた率とする。

令和4年度インセンティブ制度実績による加算＝ 0.00987％

【令和6年度北海道支部保険料率の内訳】
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※全国平均との差 +0.3％ポイント（全国平均5.4％）



（参考）令和５年度北海道支部保険料率

健保法第160条
3項1号

療養の給付費等
6.27591・・・％

健保法第160条
4項

年齢調整
▲0.31071・・・％

所得調整
▲0.25548・・・％

健保法第160条
3項2号

前期高齢者納付金・
後期高齢者支援金

退職者給付拠出金等
(法附則4条の3､4条の4)

現金給付に要する額

健保法第160条
3項3号

保健事業等に
要する額

業務経費等

借入金償還等

＋

健保法施行規則
第135条の7

令和3年度の医療給付等の
地域差分を保険料率に換算

▲0.07185・・・％

＋

Ａ．支部毎の医療費に係る部分 Ｂ．全国一律の部分
Ｃ．精算の部分

調整後の療養給付費等に係る保険料率
5.70972・・・％

4.64031・・％

インセンティブ反映前保険料率（A＋B＋C）＝ 10.27818％

令和5年度北海道支部保険料率

10.28814・・・％ ＝ 10.29％（※）

北海道支部医療費分5.70972・・・％ ＋ 全国一律部分4.64031・・・％ ＋ 精算部分▲0.07185・・・％ ＋ インセンティブ分0.00995・・・％

北海道支部における令和3年度
の医療給付費等の地域差分

約29億8,300万円

※）健保法施行規則135条の3：都道府県単位保険料率を算定する場合において、その率に1,000分の5未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた率とし、1,000分の0,05以上1,000分の0.1未満
の端数が生じたときは、これを1,000分の0.1に切り上げた率とする。

令和3年度インセンティブ制度実績による加算＝ 0.00995％

【令和5年度北海道支部保険料率の内訳】
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※全国平均との差 +0.35％ポイント（全国平均5.36％）



保険料率 保険料率

（％） （％）

10.42 1 9.98 1

10.35 1 9.95 1

10.34 1 9.94 3

10.33 1 9.92 1

10.30 1 9.91 1

10.25 1 9.89 2

10.22 1 9.85 3

10.21 1 9.84 1

10.20 1 9.81 1

10.19 1 9.79 1

10.18 1 9.78 1

10.17 1 9.77 1

10.13 2 9.68 1

10.07 1 9.66 1

10.03 1 9.63 1

10.02 3 9.62 1

10.01 1 9.59 1

10.00 1 9.55 1

End Of Row 9.52 1

注．平均保険料率10％、激変緩和率10分の10として算定 9.49 1

9.35 1

令和６年度都道府県単位保険料率における

保険料率別の支部数

（暫定版）

支部数 支部数

20

26
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料率（％） 金額（円） 料率（％） 金額（円）

＋0.28 ＋420 1 ▲0.01 ▲ 15 2

＋0.27 ＋405 1 ▲0.02 ▲ 30 2

＋0.24 ＋360 1 ▲0.04 ▲ 60 3

＋0.16 ＋240 2 ▲0.05 ▲ 75 1

＋0.13 ＋195 1 ▲0.06 ▲ 90 1

＋0.11 ＋165 1 ▲0.07 ▲105 1

＋0.10 ＋150 2 ▲0.08 ▲120 1

＋0.09 ＋135 1 ▲0.09 ▲135 1

＋0.08 ＋120 1 ▲0.10 ▲150 1

＋0.06 ＋ 90 3 ▲0.13 ▲195 1

＋0.05 ＋ 75 4 ▲0.14 ▲210 3

＋0.04 ＋ 60 1 ▲0.17 ▲255 1

＋0.03 ＋ 45 1 ▲0.21 ▲315 1

＋0.02 ＋ 30 2 ▲0.30 ▲450 1

＋0.01 ＋ 15 2 ▲0.34 ▲510 1

0.00 0 1 ▲0.37 ▲555 1

注１．「＋」は令和６年度保険料率が令和５年度よりも上がったことを、「▲」は下がったことを示している。

　 ２．金額は、標準報酬月額30万円の者に係る保険料負担（月額、労使折半後）の増減である。

令和６年度都道府県単位保険料率の

令和５年度からの変化

（暫定版）

令和5年度保険料率

からの変化分 支部数

令和5年度保険料率

からの変化分 支部数

24
22
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［モデルケース］ 標準報酬月額300,000円・標準賞与年額450,000円・40～64歳の場合
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令和5年度 保険料率
毎月

（折半後）

賞与

（折半後）

年間

（12か月+賞与）

健康保険料 10.29 15,435 23,153 208,373

介護保険料 1.82 2,730 4,095 36,855

令和6年度 保険料率
毎月

（折半後）

賞与

（折半後）

年間

（12か月+賞与）

健康保険料 10.21 15,315 22,973 206,753

介護保険料 1.60 2,400 3,600 32,400

差 保険料率
毎月

（折半後）

賞与

（折半後）

年間

（12か月+賞与）

健康保険料 -0.08 -120 -180 -1,620

介護保険料 -0.22 -330 -495 -4,455



2．参考資料
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都道府県単位保険料率の設定について

○ 都道府県毎に地域の医療費や所得水準をそのまま保険料率に反映させた場合には、年齢構成の高い県ほど
医療費が高く、保険料率が高くなる。また、所得水準の低い県ほど、同じ医療費でも保険料が高くなる。

○ このため、協会けんぽにおける都道府県毎の保険料率の設定にあたっては、地域の医療費や所得水準の違いが
そのまま反映されるのではなく、相互扶助と連帯の観点から、年齢構成の違いに伴う医療費の差や所得水準の
違いに起因する財政力の差は都道府県間で相互に調整した上で、保険料率を設定することとなっている。

保険料率設定のイメージ（年齢構成が高く、所得水準の低い北海道の例）

年齢構成を協会の
平均とした場合の
医療費との差額を
調整

全
国
平
均
保
険
料
率

所得水準を協会の
平均とした場合の
保険料収入額との
差額を調整

年齢調整・所得調整の結果
都道府県毎の保険料率は
医療費の地域差を反映した
保険料率となる

②年齢調整

③所得調整

地域差

①
調
整
前
の
保
険
料
率

分子： 支部の医療費等
分母： 支部総報酬額

調
整
後
の
保
険
料
率

＋

④後期高齢者支
援金など全国一
律で賦課される
保険料分を合算

⑤前々年度の支
部毎の収支決算
における収支差

＋ ＝

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
反
映
前
保
険
料
率

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

最
終
的
な
保
険
料
率
（イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
反
映
後
保
険
料
率
）
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令和6年度北海道支部保険料率の算定方法 ～ 療養の給付に係る部分～

北海道支部の
医療費に係る
保険料率

支部の医療給付費

支部の総報酬額

264,809,614,957円

4,227,913,523,665円
＝ 6.2633・・・％ （全国：5.3994・・・％）＝

加入者数（単位：百人）

北海道支部 全国

令和6年度見込み （参考）令和5年度見込み 令和6年度見込み （参考）令和5年度見込み

16,986 
(対前年度比：96.2%)

17,643 393,740 
(対前年度比：97.5%)

403,511

総報酬額（単位：百万円）

北海道支部 全国

令和6年度見込み （参考）令和5年度見込み 令和6年度見込み （参考）令和5年度見込み

4,227,914 
（対前年度比：101.8%)

4,152,138 102,508,874 
(対前年度比：103.0%)

99,488,994

医療給付費（単位：百万円）

北海道支部 全国

令和6年度見込み （参考）令和5年度見込み 令和6年度見込み （参考）令和5年度見込み

264,810 
(対前年度比：101.6%)

260,585 5,534,877 
(対前年度比：103.7%)

5,335,168

加入者一人当たり医療給付費（円）

北海道支部 全国

令和6年度見込み （参考）令和5年度見込み 令和6年度見込み （参考）令和5年度見込み

155,902 
(対前年度比：105.6%)

147,701 140,572 
(対前年度比：106.3%)

132,219
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令和6年度北海道支部保険料率の算定方法 ～ 年齢調整 ～

年齢調整額

2387億7004万6400円 － 2519億6378万3100円 ＝ ▲131億9373万6700円

平均給付費 標準給付費 年齢調整額

【平均給付費】＝（⑥全国の年齢階級別１人当たり給付費）×（⑤北海道支部加入者数を全国の年齢構成割合と仮定したときの年齢階級別加入者）
【標準給付費】＝（⑥全国の年齢階級別１人当たり給付費）×（③北海道支部の年齢階級別加入者）

※網掛けの部分は全国より比率が高い階層

年齢調整
年齢調整額

支部の総報酬額
＝＝

▲13,193,736,700円

4,227,913,523,665円
▲0.31206・・・％

【年齢調整額】

年齢階級
（歳）

全国 北海道支部 北海道支部 全国 北海道支部
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

加入者数 加入者数 加入者数 加入者数 全国構成比による 一人当たり医療 平均給付費 標準給付費 年齢調整額

（百人） 構成比 （百人） 構成比 加入者数 給付費（円） （百円） （百円） （百円）

（百人） （⑥×⑤） （⑥×③） （⑦－⑧）

（③合計×②）

0～4 16,460 4.180% 626 3.688% 710 201,043 142,756,681 125,937,793 16,818,888

5～9 20,009 5.082% 793 4.666% 863 96,990 83,719,896 76,872,994 6,846,901

10～14 21,857 5.551% 877 5.164% 943 82,532 77,819,397 72,396,304 5,423,093

15～19 22,659 5.755% 946 5.567% 977 70,441 68,854,619 66,607,061 2,247,558

20～24 25,641 6.512% 986 5.807% 1,106 64,681 71,546,389 63,802,866 7,743,523

25～29 26,088 6.626% 958 5.639% 1,125 77,061 86,724,488 73,804,719 12,919,769

30～34 26,894 6.830% 1,041 6.127% 1,160 89,403 103,722,277 93,037,011 10,685,266

35～39 30,398 7.720% 1,232 7.256% 1,311 96,113 126,038,473 118,454,675 7,583,798

40～44 33,924 8.616% 1,440 8.479% 1,463 103,413 151,339,111 148,937,087 2,402,024

45～49 39,876 10.127% 1,730 10.185% 1,720 121,209 208,506,154 209,693,103 -1,186,949

50～54 37,677 9.569% 1,658 9.764% 1,625 149,532 243,043,395 247,993,395 -4,950,000

55～59 31,183 7.920% 1,495 8.800% 1,345 187,830 252,674,889 280,756,605 -28,081,717

60～64 28,155 7.151% 1,424 8.384% 1,215 234,953 285,372,910 334,598,747 -49,225,836

65～69 19,454 4.941% 1,065 6.269% 839 293,518 246,332,736 312,540,025 -66,207,289

70～ 13,464 3.419% 714 4.205% 581 411,923 239,249,051 294,205,447 -54,956,396

計 393,740 100% 16,986 100% 16,986 2,387,700,464 2,519,637,831 -131,937,367
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令和6年度 北海道支部保険料率の算定方法 ～ 所得調整 ～

所得調整額

2282億8249万4400円 － 2387億7004万6400円 ＝ ▲104億8755万2000円

①全国計給付費を
総報酬案分した額 ②平均給付費 所得調整額

【平均給付費】＝（全国の年齢階級別１人当たり給付費）
×（支部加入者を全国の年齢構成割合と仮定したときの年齢階級別加入者）

※算定方法については前項参照

（全国給付費）

＝ 5兆5348億7704万0413円

（北海道支部総報酬額）

（全国総報酬額）

4兆2279億1352万3665円

102兆5088億7416万0000円

×

×

北海道支部総報酬の

全国の総報酬に占める割合は 約4.124％

所得調整
所得調整額

支部の総報酬額
＝＝

▲10,487,552,000円

4,227,913,523,665円
▲0.24805 ・・・％
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インセンティブ制度に係る令和4年度実績
【令和4年４月～令和5年3月分 確定値】
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令和4年度（4月～3月確定値）のデータを用いた実績

【
得
点

】

【
総
得
点

】

５つの評価指標の総得点及び
各評価指標の全国平均との差

指標１．特定健診等の実施率の得点及び
当該評価指標に係る各項目の全国平均との差

【
全
国
平
均
７
０
点
と
の
差

】

【
全
国
平
均
３
２
０
点
と
の
差

】
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令和4年度（4月～3月確定値）のデータを用いた実績

指標２．特定保健指導の実施率の得点及び
当該評価指標に係る各項目の全国平均との差

指標３．特定保健指導対象者の減少率の得点及び
当該評価指標に係る各項目の全国平均との差

【
得
点

】

【
全
国
平
均
７
０
点
と
の
差

】

【
得
点

】

【
全
国
平
均
８
０
点
と
の
差

】
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令和4年度（4月～3月確定値）のデータを用いた実績

指標４．医療機関への受診勧奨基準において速やかに受診を要する者の医療機関受診率の得点及び
当該評価指標に係る各項目の全国平均との差

指標５．後発医薬品の使用割合の得点及び
当該評価指標に係る各項目の全国平均との差

【
得
点

】

【
全
国
平
均
５
０
点
と
の
差

】

【
得
点

】

【
全
国
平
均
５
０
点
と
の
差

】
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2.047% 2.047%

1.80%

1.81%

1.82%

1.83%

1.84%

1.85%

1.86%

1.87%

1.88%

1.89%

1.90%

1.91%

1.92%

1.93%

1.94%

1.95%

1.96%

1.97%

1.98%

1.99%

2.00%

2.01%

2.02%

2.03%

2.04%

2.05%

2.06%

2.07%
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城
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縄
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島
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賀
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川

静
岡
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京

京
都

山
口

岩
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岡
山
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分
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長
崎
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田
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山
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阜
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良

長
野

宮
崎

福
岡
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【令和４年度実績評価 ⇒ 令和６年度保険料率へ反映した場合の試算】

令和６年度保険料率の算出に必要となる令和６年度総報酬額等の見込み額が現時点で未確定であるため、

本試算と令和６年度保険料率に加算・減算される実際の率とは差異が生じることに留意が必要。 加算率0.01

0.01 （※2）

（※1）

減
算
す
る
率

※1 令和６年度保険料率における後期高齢者支援金相当の保険料率は、令和６年度の後期高齢者支援金及び総報酬額の見込み額を基に算出するが、現時点では未確定であるため、令和４年度決算における後期高齢者支援
金相当の保険料率（2.047％）で仮置きしている。

※2 令和６年度保険料率に加算されるインセンティブ保険料率は、令和４年度の総報酬額に0.01％を乗じた額を令和６年度の総報酬額の見込み額で除することにより算出する。 17



見直しの全体像

見直し後の評価指標 配点

指標１ 特定健診等の実施率
【評価割合】 実施率：50％ 実施率の対前年度上昇幅：25％ 実施件数の対前年度上昇率：25％

70

指標２ 特定保健指導の実施率
【評価割合】 実施率：50％ 実施率の対前年度上昇幅：25％ 実施件数の対前年度上昇率：25％

70

指標３ 特定保健指導対象者の減少率
【評価割合】 減少率：100％

80

指標４ 医療機関への受診勧奨基準において速やかに受診を要する者の医療機関受診率
【評価割合】 受診率：50％ 受診率の対前年度上昇幅：50％

50

指標５ 後発医薬品の使用割合
【評価割合】 使用割合：50％ 使用割合の対前年度上昇幅：50％

50

合計 320

現行の評価指標 配点

指標１ 特定健診等の実施率
【評価割合】 実施率：60％ 実施率の対前年度上昇幅：20％ 実施件数の対前年度上昇率：20％

50

指標２ 特定保健指導の実施率
【評価割合】 実施率：60％ 実施率の対前年度上昇幅：20％ 実施件数の対前年度上昇率：20％

50

指標３ 特定保健指導対象者の減少率
【評価割合】 減少率：100％

50

指標４ 医療機関への受診勧奨を受けた要治療者の医療機関受診率
【評価割合】 受診率：50％ 受診率の対前年度上昇幅：50％

50

指標５ 後発医薬品の使用割合
【評価割合】 使用割合：50％ 使用割合の対前年度上昇幅：50％

50

合計 250

＜現行＞ ＜見直し後＞

※上記の青字は見直し前の箇所であり、赤字は見直し後の箇所。

評価指標の見直し

加算減算の効かせ方の見直し

＜現行＞

加算率
平成30年度実績（令和２年度保険料率）：0.004％
令和元～２年度実績（令和３～４年度保険料率）：0.007％
令和３年度実績（令和５年度保険料率）：0.01％

減算率
➤ 平成30年度実績（令和２年度保険料率）：1位 佐賀支部 0.040％
➤ 令和元年度実績（令和３年度保険料率）：1位 島根支部 0.065％

Ａ
支
部

Ｂ
支
部

Ｃ
支
部

Ｚ
支
部

Ｘ
支
部

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・ ・・・

減算率
➤ 令和元年度実績で試算：1位 滋賀支部 0.183％

Ａ
支
部

Ｂ
支
部

Ｃ
支
部

Ｚ
支
部

Ｘ
支
部

・・ ・・・ ・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

上位23支部（半数支部）を減算対象 上位15支部（3分の1支部）を減算対象＜見直し後＞

加算率
令和４年度実績（令和６年度保険料率）以降：0.01％

※ 評価指標の見直しを反映した場合

参考 見直し後の協会けんぽのインセンティブ制度について

○ 協会のインセンティブ制度は、事業主及び加入者の行動変容を促すことにより、加入者が自ら予防・健康づくりに取り組むことで健康度の向上

を図り、将来の医療費の適正化にも資するよう、保健事業の指標における支部間の実績の均てん化及び全体の底上げを図ることを目的とする。

現行制度の枠組みのあり方に関する見直し

○ 現行制度の枠組みのあり方に関する見直しについては、今回の見直し後の制度運営状況、特定健診・特定保健指導の効果に係る研究成果、今後の政府による保険者インセンティブ

制度に対する方針、健保・共済における後期高齢者支援金加算・減算制度の実施状況等を勘案し、３年後を目途に、改めて検討を行うこととする。

令和４年度以降の実績の評価に適用し、その結果を令和６年度以降の
都道府県単位保険料率に反映させる。
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